
【整理番号14】

（ ）

Ⅰ　基本事項

Ⅱ　点検項目

便益算定項目について変更がある場合はその項目と変更の理由

　なし

総便益（千円） 2,625,978 2,318,989

1.42 1.22費用便益比(B/C)

直前の評価 今回の評価

その他費用対効果分析に係る要因の変化

・経営体数の減少に伴う、水産物生産コスト削減効果の減少
・漁業就業者の減少に伴う漁業就業者の労働環境改善効果の減少
・西宝伝地区の事業中止に伴う水産物生産コスト削減効果の減少
・子父雁地区の防波堤整備の一部中止に伴う水産物生産コスト削減効果の減少

※別紙「費用対効果分析集計表」のと
おり

1,847,039 1,892,738

総費用の変更の理由

　子父雁地区において、今後の施設利用を踏まえて再度漁協と協議し整備計画を見直した結
果、荒天時の漁船の避難が現況の泊地で可能となったことより、防波堤整備の一部中止とし
た。
　西宝伝地区においては、今後の施設利用を踏まえて再度漁協と協議し整備計画を見直した
結果、現況施設で係船岸充足率が満足することより、用地造成とそれに伴う外郭施設整備を
中止した。また平成27年度までは実績事業費とした。

総費用（千円）

１．費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

地区名 朝日
ア サ ヒ

事業主体 岡山県

陸揚金額 643 百万円

１．地区概要

漁港名（種別）

事後評価書（期中の評価）

都道府県名 岡山県

事業名 水産資源環境整備事業 水産生産基盤整備事業

期中評価実施の理由 ③関係市町村 岡山市、瀬戸内市

朝日漁港（第２種） 漁場名

人

陸揚量 1017.6 トン

登録漁船隻数 120 隻 利用漁船隻数 164 隻

主な漁業種類 海草類養殖業 主な魚種 のり類、すずき類、がざみ類

漁業経営体数 23 経営体 組合員数 228

地区の特徴

　当地区は、登録漁船132隻（平成28年）で県内の約20％を生産しているノリ
養殖を中心に栄えており、県内有数の漁業を中心とした地区である。
　本地区が所在する岡山市では新・岡山市総合計画において「ものづくり産
業と農産業をいかしたまちづくり」の一環で水産業の振興を図ることとして
おり、瀬戸内市でも第2次総合計画の中で｢活力ある産業と魅力ある観光都市
の創出｣の一環として水産業の振興を目標として掲げ水産基盤整備を重要な施
策として位置づけている。

２．事業概要

事業目的
　朝日漁港においては、防波堤の整備により、港内静穏度を確保し、漁船耐
用年数の延長を図る。また、物揚場、浮桟橋及び用地の整備を行うことによ
り、作業の効率化による作業時間の削減及び労働環境の改善を図る。

主要工事計画

（東宝伝地区）B防波堤L=24ｍ、A防波護岸L=46ｍ、B防波護岸L=69ｍ、(-
)1.5mA物揚場L=40ｍ、(-)1.5mB物揚場L=40ｍ、A浮桟橋1基、B浮桟橋1基、用
地A=4,310㎡
（子父雁地区）(-)1.5m物揚場L=40ｍ、浮桟橋1基、用地A=2,190㎡

事業費 事業期間1,214百万円 平成13年度～平成30年度

既投資事業費 975百万円 事業進捗率(%) 80%
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Ⅲ　総合評価

（２）その他社会情勢の変化

　全国的なノリの生産量に起因する漁労所得の変化。

２．漁業情勢、社会経済情勢の変化

（１）漁業情勢及び漁港施設、漁場施設等の利用状況と将来見通し

計画策定後の漁業集落に関わる社会経済状況、自然状況の当初想定との相違と将来見通し

　漁獲・生産の中心であるノリ養殖は、当時の全国的な生産量調整の影響も少なく安定
しており、その後も現状維持程度で推移するとの予測であったが、近年では、漁業従事
者の高齢化が進行し、のり養殖従事者(経営体)の減少のため、ノリの生産量は減少傾向
にある。

漁業形態、流通形態について当初想定との相違と将来見通し

　当該漁港はノリ養殖を中心に営まれており、計画当初から漁業形態に変化はないもの
の、漁業従事者の高齢化が進行し、今後を担う漁業就業者の確保・育成が課題となって
いる。

なし

４．関連事業の進捗状況

　今後、整備を実施する子父雁地区において、ノリ養殖の資材組立に係る用地の拡充、漁船
への資材積込負担の軽減を目的とした係留施設(物揚場、浮桟橋)の早期完成を要望してい
る。

３．事業の進捗状況

漁港施設等の利用状況について当初想定との相違と将来見通し

　朝日漁港の利用漁船数は、208隻(平成11年港勢調査)から164隻(平成26年港勢調査)と
44隻減少しており、のり養殖を主体とした小型船が減少傾向である。

　東宝伝地区の整備は、平成23年度までに完了している。現在、子父雁地区において、安全
かつ作業性の良い就労環境の整備を目的とした係留施設および施設用地の整備を実施中であ
る。

　本事業は、当該漁港における漁業就労者の作業の軽労化・安全性の向上、労働環境の改善を図
るため、物揚場、浮桟橋等の係船施設の整備を行うものであり、平成23年度までに東宝伝地区の
整備は完了しており、事業の進捗率は80％と順調である。
　西宝伝地区においては今後の施設利用を踏まえて再度漁協と協議し整備計画を見直した結果、
用地造成とそれに伴う外郭施設整備を中止とした。
　当該漁港は、ノリ生産における県内有数の拠点であり、今後も本事業による継続的な施設整備
が地元から求められてる。今後は漁業就労者の高齢化に対応した、安全・安心かつ作業性の向上
を目的とした施設整備が重要となる。
　これらの内容を踏まえ事業計画については、近年の漁業情勢を鑑みた見直しを行っており、事
業の縮小を図りながらも、事業見直し後のB/Cは1.0を超える結果となった。
　以上のことから、本事業の必要性及び経済性は高いと認められ、事業の継続は妥当であると判
断される。

６．事業コスト縮減等の可能性

①埋立土、裏埋材等について、他事業で発生する岩砕を有効利用しコストの縮減を図る。
②設計段階において経済性、施工性の比較検討を実施している。
③地元要望、施設の利用調査に基づく優先度の高い施設の整備を実施する。

７．代替案の実現可能性

なし

５．地元（受益者、地方公共団体等）の意向
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１　基本情報

２　評価項目

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

計（総便益額）　　　　　　Ｂ 千円

総費用額（現在価値化）　　Ｃ 千円

費用便益比　　　　　　　　Ｂ／Ｃ

３　事業効果のうち貨幣化が困難な効果

評価項目

水産物の生産性向上

便益額（現在価値化)

④漁獲物付加価値化の効果

漁業就労環境の向上 ⑤漁業就労環境の労働環境改善効果

その他

⑪景観改善効果

⑫地域文化保全・継承効果

⑬漁港利用者の利便性向上効果

⑥生活環境の改善効果

267,780

費用対効果分析集計表

都道府県名

事業名

地区名 朝日地区岡山県

水産生産基盤整備事業 50年施設の耐用年数

・漁業労働環境改善による高齢者への配慮と若者の漁業離れの抑制。
・係留施設用途別整備による港内航行の危険解消。
・漁港環境整備による住民への潤いや遊び場の提供。
・公用・公共用施設整備による漁業従事者をはじめとする地区住民の親睦場所の提供。

2,051,209

便
益
の
評
価
項
目
及
び
便
益
額

①水産物生産コストの削減効果

②漁獲機会の増大効果

③漁獲可能資源の維持・培養効果

1.22

生活環境の向上

地域産業の活性化

自然保全・文化の継承

⑦漁業外産業への効果

⑧生命・財産保全・防御効果

⑨避難・救助・災害対策効果

1,892,738

非常時・緊急時の対処

⑩自然環境保全・修復効果

2,318,989

⑭その他



水産生産基盤整備事業 朝日地区 事業概要図

当初事業計画

船揚場用地

浮桟橋

物揚場

B防波護岸

浮桟橋 物揚場

用地

A防波護岸B防波堤

浮桟橋

物揚場

用地

防波堤

見直し後の事業計画

B防波護岸

浮桟橋 物揚場

用地

A防波護岸B防波堤

浮桟橋

物揚場

用地

●

・事業主体：岡山県
・主要工事計画：(東宝伝地区)

B防波堤24m、A防護護岸46m
B防護護岸69m、用地4,310m2

物揚場80m、浮桟橋2基
(子父雁地区)
用地2,190m2、物揚場40m
浮桟橋1基

・事業費：1,649百万円
・事業期間：平成13年～平成28年
(見直し後の事業費及び事業期間)
・事業費：1,214百万円
・事業期間：平成13年～平成30年

（西宝伝地区）

（東宝伝地区）

（子父雁地区）

（東宝伝地区）

（子父雁地区）

【整理番号14】
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１．事業概要

（１） ：

（２） ：

（３） ：

（４） ：

朝日地区　水産生産基盤整備事業の効用に関する説明資料

事 業 目 的 　朝日漁港においては、防波堤の整備により、港内静穏度を確保し、
漁船耐用年数の延長を図る。また、物揚場、浮桟橋及び用地の整備を
行うことにより、作業の効率化による作業時間の削減及び労働環境の
改善を図る。

主 要 工 事 計 画 （東宝伝地区）B防波堤L=24ｍ、A防波護岸L=46ｍ、B防波護岸L=69
ｍ、(-)1.5mA物揚場L=40ｍ、(-)1.5mB物揚場L=40ｍ、A浮桟橋1基、B
浮桟橋1基、用地A=4,310㎡、
（子父雁地区）(-)1.5m物揚場L=40ｍ、浮桟橋1基、用地A=2,190㎡

事 業 費 1,214百万円

工 期 平成13年度～平成30年度
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２．総費用便益比の算定

（１）総費用総便益比の総括

（千円）

（千円）

（２）総費用の総括

B防波堤(東宝伝)

A防波護岸(東宝伝)

B防波護岸(東宝伝)

防波堤(子父雁)

(-)1.5mA物揚場(東宝伝)

(-)1.5mB物揚場(東宝伝)

A浮桟橋(東宝伝)

B浮桟橋(東宝伝)

船揚場(東宝伝)

(-)1.5m物揚場(子父雁)

浮桟橋(子父雁)

旧防波堤撤去(東宝伝)

道路(東宝伝)

道路ボックス(東宝伝)

A用地(東宝伝)

用地(子父雁)

（３）年間標準便益

91,640

73,423

17,831

・防波堤及び物揚場整備による漁船耐用年数の延長
・物揚場整備による係留作業時間の削減
・浮桟橋整備による係留作業時間の削減
・浮桟橋整備による陸揚作業時間の削減
・漁具保管修理施設用地整備による漁具修理等の作業時間の
削減
・物揚場整備によるのり養殖資材等の積込作業時間の削減
・野積場整備による養殖用資材の組立等の作業時間の削減
・船揚場整備による船揚時の潮待ち時間の改善
・防波堤整備による荒天時の漁船の避難に要する作業時間の
削減

現在価値化後の総費用

30,000

1,892,738

A= 4,310.0㎡

A= 2,190.0㎡

303,650

1,518,126総費用(消費税込)

年間標準便益額
（千円）

N= 1基

L= 12.0m

L= 110.0m 15,733

L= 195.0m 10,489

1,418,261

1,214,476計

維持管理費等

計

水産物生産コストの削減効果

効果の要因

内、消費税額

総費用(消費税抜)

99,865

漁業就労環境の労働環境改善効果

L= 24.0m 47,200

104,889

L= 40.0m

L= 10.0m

L= 40.0m

41,956

100,000

　　　　　　　　          区分
効果項目

12,641

104,281

・防波堤、物揚場、用地等の整備による労働環境の改善
・物揚場、用地等の整備による労働環境の改善

207,681

3,710

総費用総便益比 ②÷① 1.22

施設名 整備規模 事業費（千円）

L= 40.0m

L= 46.0m

L= 69.0m 78,667

L= 10.0m

41,956

L= 40.0m 41,956

L= 40.0m

162,579

236,406

数値

総便益額（現在価値化） ② 2,318,989

1,892,738

区分 算定式

総費用（現在価値化） ①
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（４）費用及び便益の現在価値算定表

事業費
(維持管理費

を含む)

事業費
(税抜)

③

-15 13 190,000 180,500

-14 14 63,000 59,850

-13 15 128,000 121,600

-12 16 99,999 94,999

-11 17 16,850 16,008

-10 18 13,000 12,350

-9 19 65,000 61,750

-8 20 19,000 18,050

-7 21 160,000 152,000

-6 22 79,511 75,535

-5 23 10,000 9,500

-4 24 23,194 22,034

-3 25 32,662 31,029

-2 26 38,216 35,159

-1 27 54,222 49,884

0 28 57,932 53,297

1 29 139,222 128,084

2 30 54,222 49,884

3 31 6,073 5,526

4 32 6,073 5,466

5 33 6,073 5,466

6 34 6,073 5,466

7 35 6,073 5,466

8 36 6,073 5,466

9 37 6,073 5,466

10 38 6,073 5,466

11 39 6,073 5,466

12 40 6,073 5,466

13 41 6,073 5,466

14 42 6,073 5,466

15 43 6,073 5,466

16 44 6,073 5,466

17 45 6,073 5,466

18 46 6,073 5,466

47 75 1,851 1,666

48 76 1,851 1,666

49 77 1,851 1,666

50 78 1,851 1,666

51 79 1,851 1,666

52 80 1,851 1,666

1,518,126 1,418,261

④

65,134104,281

9,573

1.000

234

91,6400.534

1.000

1.000

0.555

2,918

0.577 12,641

0.494 2,698

0.158

73,266104,281

91,640

91,640

12,641

12,641

82,415

12,641

9,956

12,641

104,281

104,281

65,413

53,535

51,476

12,641

65,413

104,281 79,245

104,281

104,281

60,220

62,628

55,676

57,904

10,354

76,196

70,449

67,739

0.925

1.000

1.000

1.000

91,640

1.000

12,641

104,281

91,640

91,640

12,641

104,2813,550

3,414

3,692

91,640

0.731

12,641

1.000 4,320

0.760

1.000

0.790

0.822

0.855

1.000

12,641

0.703

1.000

91,640

0.889

3,994

3,840

1.000

1.000

91,640

91,640

4,153

12,641

1.042

370,905

118,565

236,488

177,801

36,24746,121

4,913

36,2471.000

1.000

計

デフ
レータ

②

1.000

36,247

その他

1.082

1.041

1.097

1.169

1.168

1.145

1.156

1.154

①

1.082

1.000

123,158

89,140

42,040

40,423

2,621

2,621

38,868 47,380

38,868 45,732

2,621

2,621

①×②×④

現在価値
（千円）

38,868

38,868

現在価値
(維持管理費を

含む)

①×②×③

104,281

36,247

53,297

36,509

38,028

85,711

91,640

評
価
期
間

年
度

割引率

1.000

水産物
生産コスト
削減効果

漁業就業者
の労働環境
改善効果

2,806

0.625

1.000

1.040

0.962

92,705

4,672

4,492 91,640 104,281

104,281

0.152

便益（千円）費用（千円）

38,868

38,868

91,640

38,868

37,373

35,93638,868

36,247

2,621

2,621

12,641

2,621

0.146

55,393 10,020

65,413

0.135

65,4130.141

1.000

244 55,393

1.000

264

254

55,393

1.000

1.000

0.650

0.676

0.513

12,64191,6400.601 3,283

91,640 12,641

3,156

12,641

12,641

1.000

1.000

1.000

225

104,281

104,281

104,281

91,640

10,02055,393217

55,393

104,2813,035

計

65,413

1.000

55,393 10,020

10,020

10,020

10,020

65,4130.130

計

1.000

9,204

8,850

2,318,989

※評価期間は、便益対象施設が複数ある場合、各施設の整備毎に効果が発生するものとして算定
※端数処理のため各項目の和は必ずしも合計とはならない。

8,510

1,892,738

1.801

1.732

1.665

1.601

1.539

1.480

1.423

1.369

1.316

1.265

1.217

1.170

1.046

1.141

1.144

1.168

28,783

20,932

101,600

28,507

216,423

99,495

12,679

26,860

51,880

36,247

36,2471.125
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３．効果額の算定方法

（１）水産物生産コストの削減効果

1)防波堤及び物揚場整備による漁船耐用年数の延長(東宝伝地区)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

2)物揚場整備による係留作業時間の削減(東宝伝地区)

整備前係留作業時間　(時間/日) ①

整備後係留作業時間　(時間/日) ②

のり漁

1経営体当たり作業人数　(人/経営体) ③

経営体数(のり養殖)　(経営体) ④

年間出漁日数　(日) ⑤

労務単価　(円/時間) ⑥

刺し網漁・流し網漁

1経営体当たり作業人数　(人/経営体) ③

④

年間出漁日数　(日) ⑤

労務単価　(円/時間) ⑥

3)漁具保管修理施設用地整備による漁具修理等の作業時間の削減(東宝伝地区)

経営体数（経営体） ①

流し網

刺し網

のり

作業人数（人/経営体） ②

流し網

刺し網

のり

作業回数（回/年） ③

　流し網　準備・修理　

　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備　

　のり 　 修理

作業日数（日/回） ④

　流し網　準備・修理　

　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備　

　のり 　 修理

整備前作業時間　(時間/回) ⑤

　流し網　準備・修理　

　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備　

　のり 　 修理

整備後作業時間　(時間/回) ⑥

　流し網　準備・修理　

　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備　

　のり 　 修理

労務単価　(円/時間) ⑦

漁船漁業

のり養殖

3.00

8.00

4.00

1.00

1.00

総便益額（千円/年）

3.5

総便益額（千円/年） ①×②×③×④×（⑥－⑤）×⑦/1,000

2,600 平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

備考

1,429

1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

3.00

3.00

2.00

2.00

2.00

4.00

区分

2

3.00

3.00

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

2

12

6.00

(①-②)×③×④×⑤×⑥/1,000

4.00

8.00

8.00

3.50

4.00

2.00

4.00

調査日：平成22年10月20日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

179 平成26年度漁業経営調査報告：瀬戸内海　3T未満

1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

1.50

のり漁船の建造費(3トン以上)　(千円)

総便益額（千円/年）

備考区分

漁船の平均トン数(トン)

登録漁船総トン数

のり漁船隻数(登録漁船　3トン以上)　(隻)

のり漁船隻数(登録漁船　3トン未満)　(隻)

8

6

のり漁船の建造費(3トン未満)　(千円)

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

登録漁船数

備考

漁船耐用年数　(年) 9 減価償却資産の耐用年数等に関する省令(財務省)

整備後の漁船耐用年数　(年) 12.17
⑨+3.17年
水産基盤整備事業費費用対効果分析のガイドライン

12,253 (1/⑨-1/⑩)×{⑧×(①-⑤-⑥)×⑦＋(③×⑤＋④×⑥)}

対象隻数(隻)

3,227

34

造船造機統計調査(国土交通省)

41.7対象漁船総トン数(トン)

漁船の建造費(千円/トン)

区分

1.23 ②/①

1.25 調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

2.5

調査日：平成22年10月20日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

28,000

20,000

152

2,600

10,707

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

経営体数(刺し網・流し網)　(経営体)

　現在、港内の静穏度が確保されていないばかりか、休けい用係船岸の延長が足らず漁船を余裕なしで係留している状況である。防
波堤整備による、港内静穏度確保及び、物揚場整備による、休けい用係船岸延長の増加から、係留漁船間隔に余裕が生まれ、漁船の
耐用年数延長が期待できる。

　現在、休けい用係船岸の延長が足らず漁船間隔を余裕なしで係留している状況である。
　物揚場が整備されることにより、休けい用係船岸の延長が増加することから、係留漁船間隔に余裕が生まれる。このことから、係
留作業時の順番待ちおよび船上での準備・片付け時に他船との接触に配慮する必要がなくなるため作業時間の短縮が期待できる。

　現在、漁具保管修理施設用地が狭いため、漁具修理・洗浄・乾燥等で大きく網を広げることができず、作業に非常に時間がかかっ
ている状況である。
　漁具保管修理施設用地を整備することにより、作業性が向上し、漁具修理・洗浄・乾燥等の作業時間の短縮が期待できる。
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4)物揚場整備によるのり養殖資材等の積込作業時間の削減(東宝伝地区)

①

②

③

1日当たり積み込み回数（回/日） ④

整備前積み込み時間（時間/回） ⑤

整備後積み込み時間（時間/回） ⑥

⑦

5)野積場整備による養殖用資材の組立等の作業時間の削減(東宝伝地区)

　のり網　運搬　準備時　年間延べ作業時間　(時間/年) ①

　のり網　縫合　年間延べ縫合時間　(時間/年) ②

　のり網　運搬　片付時　年間延べ作業時間　(時間/年) ③

　養殖用資材　運搬　準備時　年間延べ作業時間　(時間/年 ④

　干出装置　組立　年間延べ組立時間　(時間/年) ⑤

　冷凍用網　乾燥作業　年間延べ作業時間　（時間/年） ⑥

　養殖用資材　片付　年間延べ作業時間　(時間/年) ⑦

　養殖用資材　運搬　片付時　年間延べ作業時間　(時間/年 ⑧

　年間延べ作業時間合計　(時間/年) ⑨

　のり網　運搬(準備時)　年間延べ作業時間　(時間/年) ⑩

　のり網　縫合　年間延べ縫合時間　(時間/年) ⑪

　のり網　運搬(片付時)年間延べ作業時間　(時間/年) ⑫

　養殖用資材　運搬(準備時)　年間延べ作業時間　(時間/年 ⑬

　干出装置　組立　年間延べ組立時間　(時間/年) ⑭

　冷凍用網　乾燥作業　年間延べ作業時間　（時間/年） ⑮

　養殖用資材　片付　作業時間　(時間) ⑯

　養殖用資材　運搬(片付時)　年間延べ作業時間　(時間/年 ⑰

　年間延べ作業時間 合計　(時間/年) ⑱

⑲

⑳

㉑

(⑨-⑱)×⑲×⑳×㉑/1,000

80.0

18.3

運搬作業は不要

40.0

0.0

481.7 ①+②+③+④+⑤+⑥+⑦+⑧

153.3 ⑩+⑪+⑫+⑬+⑭+⑮+⑯+⑰

組立23分/組×100組/年÷60分/時間=38.3時間/年

30分/組×50組/年÷60分/時間=25時間/年25.0

0.0

50.0

0.0 運搬作業は不要

運搬作業は不要

3.5
調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

労務単価　(円/時間)

経営体数　(経営体) 2

備考区分

(積込60分/回+移動20分/回+積降60分/回)
　　×3往復/日×10回/年÷60分/時間=70時間/年

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

縫合30分/組×100組/年÷60分/時間=50時間/年

運搬作業は不要

70.0

縫合60分/組×100組/年÷60分/時間=100時間/年

0.0

8時間/回×5回/年

(積込60分/回+移動20分/回+積降60分/回)
　　×3往復/日×10回/年÷60分/時間=70時間/年

4,914

0.5

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成22年10月20日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

(積込45分/回+移動20分/回+積降45分/回)
　×1往復/日×10回/年÷60分/時間=18.3時間/年

100.0

組立45分/組×100組/年÷60分/時間=75時間/年

60分/組×50組/年÷60分/時間=50時間/年

8時間/回×10回/年

(積込45分/回+移動20分/回+積降45分/回)
　×5往復/日×2回/年÷60分/時間=18.3時間/年

①×②×③×④×（⑤－⑥）×⑦/1,000

備考

総便益額（千円/年）

区分

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

総便益額（千円/年）

18.3

75.0

調査日：平成22年10月20日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

38.3

70.0

整備後

整備前

50.0

作業人数　(人/経営体)

1経営体当たり作業人数　(人/経営体)

経営体数（のり養殖）　(経営体)

年間作業日数　(日/年)

労務単価　(円/時間)

2

2,600 平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

4.5

1.5

2,600

5,975

3.5

60

　現在、物揚場延長が足りず、のり養殖資材等を漁船に積み込む際に混雑し、大変な手間を要している状況である。
　物揚場を整備することにより、混雑が解消し、作業時間の短縮が期待できる。

　現在、野積場が狭いため、養殖用資材（のり網等）の仮置き、組立するスペースが不足している。このため、作業の都度自宅等か
ら資材を運搬する必要があるとともに、組立作業等は手狭なスペースでの作業となり非常に時間がかかっている状況である。
　野積場を整備することにより、作業性が向上し、養殖用資材の組立等の作業時間の短縮が期待でる。
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6)船揚場整備による船揚時の潮待ち時間の改善(東宝伝地区)

　潮待ち時間　(時間/回) ①

　潮待ち時間　(時間/回) ②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

34

労務単価　(円/時間)

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

区分

2,600

総便益額（千円/年）

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

(①-②)×③×④×{(⑤-⑥)×⑦＋⑥×⑧}/1,000

備考

整備前

登録漁船数

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

　うち、のり漁船隻数(登録漁船)　(隻)

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

14

労務単価　(円/時間) 1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

2

対象隻数(隻)

2

整備後

0.0

1隻当たりの作業人数　(人/隻)

調査日：平成22年10月20日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

2.5

634

年間利用回数　(回)

　現在、船揚場は2レーンあるが、内1レーンは老朽化がひどく使用できない状況である。
　また、干潮水面(L.W.O.S.T+0.55m)に対して、前面根固工天端高が+0.70mと干潮水面より高いため、船揚場使用時には、毎回、潮
待ちが発生する。
　船揚場が整備されることにより、船揚時の潮待ち時間が改善される。
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7)防波堤整備による荒天時の漁船の避難に要する作業時間の削減(東宝伝地区)

　避難時移動作業時間　(時間/回) ①

　避難時1隻当たり作業人数　(人/隻) ②

　監視時間　(時間/回) ③

　監視人数　(人/回) ④

　解除時移動作業時間　(時間/回) ⑤

　解除時1隻当たり作業人数　(人/隻) ⑥

　年間作業日数　(日/年) ⑦

　避難作業、監視、解除作業

⑧

⑨

⑩

⑪

8)物揚場整備による漁船耐用年数の延長(子父雁地区)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

9)物揚場整備による係留作業時間の削減(子父雁地区)

①

②

のり漁

作業人数　(人/経営体) ③

経営体数(のり養殖)　(経営体) ④

年間出漁日数　(日) ⑤

労務単価　(円/時間) ⑥

底びき網・刺し網・流し網漁

作業人数　(人/経営体) ③

④

年間出漁日数　(日) ⑤

労務単価　(円/時間) ⑥

10)浮桟橋整備による陸揚作業時間の削減(子父雁地区)

　浮桟橋　出漁準備作業時間　(時間) ①

　　　　　陸揚準備作業時間　(時間) ②

　浮桟橋　出漁準備作業時間　(時間) ③

　　　　　陸揚準備作業時間　(時間) ④

⑤

⑥

⑦

⑧

対象隻数(隻) 50

(①-②)×③×④×⑤×⑥/1,000

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

造船造機統計調査(国土交通省)

(1/⑨-1/⑩)×{⑧×(①-⑤-⑥)×⑦＋(③×⑤+④×⑥)}

備考

備考

152

2.0

19

154 平成26年度漁業経営調査報告：瀬戸内海　5T～3T

1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

{(①+②)-(③+④)}×⑤×⑥×⑦×⑧/1,000

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

労務単価　(円/時間) 2,600 平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

備考

減価償却資産の耐用年数等に関する省令(財務省)

②/①

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

{(①×②＋⑤×⑥)×⑧＋③×④}×⑦×{(⑧－⑨)×⑩＋⑨×⑪}/⑧/1,000

調査日：平成22年10月20日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

14,593

⑨+3.17年
水産基盤整備事業費費用対効果分析のガイドライン

整備後

経営体数(のり養殖)　(経営体) 7.00

区分

1.00

0.50

整備前

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

1経営体当たり作業人数　(人/経営体) 3.50

0.50

0.25

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

整備前

0.50

1

2

対象隻数(隻) 34

7

漁船の平均トン数(トン) 3.03

労務単価　(円/時間) 1,350

漁船の建造費(千円/トン)

労務単価　(円/時間) 2,600

335

3,227

　うち、のり漁船隻数(登録漁船)　(隻) 14

整備後

総便益額（千円/年）

物揚場　出漁準備及び係留作業(準備・片付)時間　(時間)

物揚場　出漁準備及び係留作業(準備・片付)時間　(時間)

区分

整備後作業時間（時間）

3.5

整備前作業時間（時間）

2.17

対象漁船総トン数(トン)

のり漁船の建造費(3トン以上)　(千円) 28,000

総便益額（千円/年）

3.00

22,999

のり漁船の建造費(3トン未満)　(千円) 20,000

のり漁船隻数(登録漁船　3トン以上)　(隻) 5

のり漁船隻数(登録漁船　3トン未満)　(隻) 21

整備後の漁船耐用年数　(年) 12.17

漁船耐用年数　(年) 9

152

年間出漁日数　(日)

総便益額（千円/年） 7,261

備考

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

2,600

登録漁船総トン数

区分

0

1.00

総便益額（千円/年）

0.50

1

5

区分

151.6

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

登録漁船数

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

登録漁船数

経営体数(底びき網・刺し網・流し網)　(経営体)

　現在、荒天時には港内の静穏度が悪く、漁船等を安全な場所に移動して荒天をしのいでいる状況である。
　防波堤の整備により、荒天時の漁船の移動が不要となることが期待できる。

　休けい用係船岸延長の不足により、漁船を余裕なしで係留している。物揚場が整備されることにより、係留漁船間隔に余裕が生ま
れる。このことから、漁船の耐用年数延長が期待できる。

　現在、休けい用係船岸の延長が足らず漁船間隔を余裕なしで係留している状況である。
　物揚場が整備されることにより、係留漁船間隔に余裕が生まれる。このことから、係留作業時の順番待ちおよび船上での準備・片
付け時に他船との接触に配慮する必要がなくなるため作業時間の短縮が期待できる。

　現在、浮桟橋(2基)が整備されているが、陸揚用係船岸の延長が足らず、順番待ちが発生している状況である。
　浮桟橋が整備(1基追加)されることにより、陸揚作業時の順番待ちの時間が短縮され、また、陸揚作業時に他船との接触に配慮す
る必要がなくなるため作業時間の短縮が期待できる。



【整理番号14】

11)漁具保管修理施設用地整備による漁具修理等の作業時間の削減(子父雁地区)

整備前作業時間（時間/日） ①

　底びき網　準備・修理

　　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備

　流し網　準備・修理

　　　　　洗浄・乾燥

　のり　修理

整備後作業時間（時間/日） ②

　底びき網　準備・修理

　　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備

　流し網　準備・修理

　　　　　洗浄・乾燥

　のり　修理

１年当たりの作業日数（日/年） ③

　底びき網　準備・修理

　　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備

　流し網　準備・修理

　　　　　洗浄・乾燥

　のり　修理

作業人数（人/経営体） ④

　底びき網　準備・修理

　　　　　　洗浄・乾燥

　刺し網　準備

　流し網　準備・修理

　　　　　洗浄・乾燥

　のり　修理

経営体数（経営体） ⑤

　底びき網

　刺し網

　流し網

　のり

労務単価　(円/時間) ⑥

漁船漁業

のり養殖

2.50

2.50

2.50

2.50

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

3.00

13.00

3.00

6.00

6.00

1.00

6.00

2.50

3.50

6.00

1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

1.50

3.00

3.00

6.00

6.00

6.00

区分 備考

6.00

7.00

6.00

6.00

3.00

3.00

3.00

3.00

1,941 （①－②）×③×④×⑤×⑥/1,000

　現在、漁具保管修理施設用地が狭いため、漁具修理・洗浄・乾燥等で大きく網を広げることができず、作業に非常に時間がかかっ
ている状況である。
　漁具保管修理施設用地を整備することにより、作業性が向上し、漁具修理・洗浄・乾燥等の作業時間の短縮が期待できる。

2,600 平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

総便益額（千円/年）



【整理番号14】

12)物揚場整備によるのり養殖資材等の積込作業時間の削減(子父雁地区)

　　のり養殖資材等の積込時間　(時間/日) ①

　のり養殖資材等の積込時間　(時間/日) ②

③

④

⑤

⑥

（２）漁業就労環境の労働環境改善効果

1)防波堤、物揚場、用地等の整備による労働環境改善効果(東宝伝地区)

①

②

⑥

④

③

漁具（のり）修理(用地)

のり網縫合作業等(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業(物揚場)

のり資材積込作業(物揚場)

⑤

漁具（のり）修理(用地)

のり網縫合作業等(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業(物揚場)

のり資材積込作業(物揚場)

⑦

漁具（のり）修理(用地)

のり網縫合作業等(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業(物揚場)

のり資材積込作業(物揚場)

⑥

④

③

漁具（流し網）準備・修理(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業時間(物揚場)

⑤

漁具（流し網）準備・修理(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業時間(物揚場)

⑦

漁具（流し網）準備・修理(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業時間(物揚場)

⑥

④

③

漁具（刺し網）準備(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業時間(物揚場)

⑤

漁具（刺し網）準備(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業時間(物揚場)

⑦

漁具（刺し網）修理(用地)

出漁・陸揚準備(物揚場)

係留作業時間(物揚場)

年間作業日数　(日)

1

8

152

152

60

のり漁　一日当たり労働時間（時間/日）

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査
（出漁・陸揚げ準備と係留作業の作業日数に
ついては平成26年度漁業経営調査報告：のり
養殖　瀬戸内海より）

のり漁　経営体数　(経営体) 2

区分 備考

整備前　作業状況基準値 1.154 (公共工事設計労務単価(平成28年度)：Bランク)

整備後　作業状況基準値 1.000 (公共工事設計労務単価(平成28年度)：Cランク)

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

のり漁　年間作業日数　(日)

のり漁　労務単価　(円/時間) 2,600

のり漁　作業人数　(人/経営体)

3.5

3.5

刺し網漁　労務単価　(円/時間) 1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

刺し網漁　経営体数　(経営体) 8

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査
（出漁・陸揚げ準備と係留作業の作業日数に
ついては平成26年度漁業経営調査報告：瀬戸
内海　３Ｔ未満より）

刺し網漁　作業人数　(人/経営体)

179

179

一日当たり労働時間（時間/日）

1.5

0.75

1.25

3.5

3.5

3.5

総便益額（千円/年） 2,621 (①-②)×③×④×⑤×⑦×⑥/1,000

4.0

2.0

2.0

2,600 平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

1.0時間/回×4.5回/日

12

179

179

一日当たり労働時間（時間/日）

4

0.75

1.25

0.5時間/回×4.5回/日2.25

　現在、物揚場延長が足らず、のり養殖資材等を漁船に積み込む際に混雑し、大変な手間を要している状況である。
　物揚場を整備することにより、混雑が解消し、積込作業待ち時間の短縮により作業時間の短縮が期待できる。

流し網漁　労務単価　(円/時間) 1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

区分

流し網漁　経営体数　(経営体) 4

調査日：平成28年12月1日
調査場所：朝日漁業協同組合
調査対象者：朝日漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査
（出漁・陸揚げ準備と係留作業の作業日数に
ついては平成26年度漁業経営調査報告：瀬戸
内海　３Ｔ未満より）

総便益額（千円/年） 8,599 (①-②)×③×④×⑤×⑥/1,000

1経営体当たり作業人数　(人/経営体) 3.5

経営体数（のり養殖）　(経営体) 7

年間作業日数　(日/年) 60

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

労務単価　(円/時間)

流し網漁　作業人数　(人/経営体)

4.0

2.0

2.0

年間作業日数　(日)

3

6.25

0.75

1.25

2.25

6

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁業協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査

　現在、物揚場延長、用地面積が足らず、係留作業、漁具の準備・修理作業等の作業に時間がかかり労働環境が万全であるとは言い
がたい状況にある。
　物揚場、用地等を整備することにより、作業性が向上し、作業時間の短縮により労働環境が改善される。

整備後

備考

整備前

4.50



【整理番号14】

2)物揚場、用地等の整備による労働環境改善効果(子父雁地区)

①

②

⑥

④

③

漁具（のり）修理(用地)

のり網縫合作業等(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業(物揚場)

のり資材積込作業(物揚場)

⑤

漁具（のり）修理(用地)

のり網縫合作業等(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業(物揚場)

のり資材積込作業(物揚場)

⑦

漁具（のり）修理(用地)

のり網縫合作業等(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業(物揚場)

のり資材積込作業(物揚場)

⑥

④

③

漁具（底引き・流し網）準備・修理(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業時間(物揚場)

⑤

漁具（底引き・流し網）準備・修理(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業時間(物揚場)

⑦

漁具（底引き・流し網）準備・修理(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業時間(物揚場)

④

③

漁具（刺し網）準備(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋）

係留作業時間(物揚場)

⑤

漁具（刺し網）準備(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業時間(物揚場)

⑦

漁具（刺し網）準備(用地)

出漁・陸揚準備(浮桟橋)

係留作業時間(物揚場)
総便益額（千円/年） 10,020 (①-②)×③×④×⑤×⑦×⑥/1,000

のり漁　労務単価　(円/時間) 2,600

7

3.5

3.5

3.5

3.5

整備後　作業状況基準値 1.000 (公共工事設計労務単価(平成28年度)：Cランク)

区分 備考

整備前　作業状況基準値 1.154 (公共工事設計労務単価(平成28年度)：Bランク)

154

底引き網・流し網漁　一日当たり労働時間（時間/日）

3

0.75

2.17

　現在、物揚場延長、用地面積が足らず、係留作業、漁具の準備・修理作業等の作業に時間がかかり労働環境が万全であるとは言い
がたい状況にある。
　物揚場、用地等を整備することにより、作業性が向上し、作業時間の短縮により労働環境が改善される。

のり漁　経営体隻数　(経営体)

3.5

6

8

152

152

平成26年度漁業経営調査報告：のり養殖 瀬戸内海

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査
（出漁・陸揚げ準備と係留作業の作業日数に
ついては平成26年度漁業経営調査報告：のり
養殖　瀬戸内海より）

のり漁　年間作業日数　(日)

のり漁　一日当たり労働時間（時間/日）

3

6.25

0.75

2.17

2.25

60

のり漁　作業人数　(人/経営体)

調査日：平成28年12月1日
調査場所：牛窓町漁業協同組合
調査対象者：牛窓町漁協協同組合職員
調査実施者：岡山県職員
調査実施方法：ヒアリング調査
（出漁・陸揚げ準備と係留作業の作業日数に
ついては平成26年度漁業経営調査報告：瀬戸
内海　５Ｔ～３Ｔより）

底引き網・流し網漁　作業人数　(人/経営体)

2.5

2.0

2.0

底引き網・流し網漁　年間作業日数　(日)

12

154

底引き網・刺し網・流し網漁　労務単価　(円/時間) 1,350 平成26年度漁業経営調査報告：漁船漁業

刺し網漁　経営体数　(経営体) 13

刺し網漁　作業人数　(人/経営体)

2.5

2.0

2.0

刺し網漁　年間作業日数　(日)

1

154

154

刺し網漁　一日当たり労働時間（時間/日）

1.5

0.75

2.17

底引き網・流し網漁　経営体数　(経営体) 6



○　物揚場、用地での係留作業、漁具の準備・修理作業

　　物揚場延長不足、用地面積不足により作業に時間がかかり労働環境が万全ではない。

ポイン
ト

整備前 整備後 根拠（評価の目安）

a.作業中の事故や病気等が頻発している 3 ほぼ毎年のように事故や病気が発生

b.過去に作業中の治親病気等が発生したことがある 2 直近5年程度での発生がある

c.過去の発生実績は無いが、発生が懸念される 1 ○ ○

d.事故等が発生する危険性は低い 0

a.生命にかかわる、後遺症が残る等の重大な事故等 3 海中への転落、漁港施設内での交通事故等

b.一定期間の通院、入院加療等が必要な事故等 2 ○ 転落、資材の下敷き、落下物の危険等

c.通院不要で数日で完治するようなごく軽いケガ 1 ○ 軽い打撲等

d.事故等が発生する危険性は低い 0

0～6 3 2

a.極めて過酷な作業環境である 5 酷寒、猛暑、風雪、潮位差が大きい等

b.風雨等の影響が比較的大きい作業環境である 3 ○ 風雨、波浪の飛沫等

c.風雨等の影響を受ける場合がある 1 ○

d.当該地域における標準的な作業環境である 0

a.肉体的負担が極めて大きい作業 5 ○ 人力での漁船上下架、潮位差の大きい陸揚等

b.肉体的負担が比較的大きい作業 3 長時間での同じ姿勢の作業等

c.肉体的負担がある作業 1 ○

d.通常の作業と同等程度の肉体的負担 0

11 4

Bランク Cランク

Ａランクの条件：評価ポイント計16～13ポイント

Ｂランクの条件：評価ポイント計12～6ポイント

Ｃランクの条件：評価ポイント計5～0ポイント

重労働性

評価ポイント 計

施設整備前及び整備後の労働環境評価チェックシート（東宝伝地区）

評価指標

危険性

事故等の発生頻度

事故等の内容

危険性 小計

作業環境



○　物揚場、用地での係留作業、漁具の準備・修理作業

　　物揚場延長不足、用地面積不足により作業に時間がかかり労働環境が万全ではない。

ポイン
ト

整備前 整備後 根拠（評価の目安）

a.作業中の事故や病気等が頻発している 3 ほぼ毎年のように事故や病気が発生

b.過去に作業中の治親病気等が発生したことがある 2 直近5年程度での発生がある

c.過去の発生実績は無いが、発生が懸念される 1 ○ ○

d.事故等が発生する危険性は低い 0

a.生命にかかわる、後遺症が残る等の重大な事故等 3 海中への転落、漁港施設内での交通事故等

b.一定期間の通院、入院加療等が必要な事故等 2 ○ 転落、資材の下敷き、落下物の危険等

c.通院不要で数日で完治するようなごく軽いケガ 1 ○ 軽い打撲等

d.事故等が発生する危険性は低い 0

0～6 3 2

a.極めて過酷な作業環境である 5 酷寒、猛暑、風雪、潮位差が大きい等

b.風雨等の影響が比較的大きい作業環境である 3 ○ 風雨、波浪の飛沫等

c.風雨等の影響を受ける場合がある 1 ○

d.当該地域における標準的な作業環境である 0

a.肉体的負担が極めて大きい作業 5 ○ 人力での漁船上下架、潮位差の大きい陸揚等

b.肉体的負担が比較的大きい作業 3 長時間での同じ姿勢の作業等

c.肉体的負担がある作業 1 ○

d.通常の作業と同等程度の肉体的負担 0

11 4

Bランク Cランク

Ａランクの条件：評価ポイント計16～13ポイント

Ｂランクの条件：評価ポイント計12～6ポイント

Ｃランクの条件：評価ポイント計5～0ポイント

作業環境

重労働性

評価ポイント 計

施設整備前及び整備後の労働環境評価チェックシート（子父雁地区）

評価指標

危険性

事故等の発生頻度

事故等の内容

危険性 小計



・労働環境ランク別基準値

　水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン－参考資料－ 平成28年4月　水
産庁漁港漁場整備部　p.19より、｢公共工事設計労務単価(平成28年度)」に基づいて
漁業作業状況ランク基準値を設定した。



・労務単価

　(1)のり養殖業

①労務所得からの単価=労務所得/延べ労働時間=4,732,000円/3,566時間＝1,327円
②雇用労賃からの単価=雇用労賃/延べ雇用労働時間=1,832,000円/(207時間+266時間)＝3,873円
③労務単価=(①+②)/2=(1,327円+3,873円)/2=2,600円

　平成26年漁業経営調査報告書より漁労所得と雇用労賃から算出される単価の平均
値を労務単価として設定した。



　(2)その他漁業

③労務単価=(①+②)/2=(939円+1760円)/2=1,350円

①労務所得からの単価=労務所得/延べ労働時間

　　　　　　　　　　=(1,307千円+2,240千円+3,780千円)/(1,878時間+2,316時間+3,605時間)
　　　　　　　　　　＝7,327,000円/7,799時間
　　　　　　　　　　＝939円
②雇用労賃からの単価=雇用労賃/延べ雇用労働時間

　　　　　　　　　　=(178千円+456千円+2,182千円)/(33時間+113時間+723時間+137時間+222時間+372時間)
　　　　　　　　　　＝2,816,000円/1,600時間
　　　　　　　　　　＝1,760円
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